
 
 

施設整備事業の事後評価結果 

（平成 29 年度事後評価分） 
 

機構の施設整備事業（いわゆるハード事業）については、施設整備の完了後３年又は５年

を経過した年の翌年度に、費用対効果分析の結果をもって事後評価することとしている。 

 平成 29 年度は、４事業 11 件について、費用対効果分析による事後評価を実施した。 

 

事 業 名 
施設数 

(件) 

うち投資効

率１以下 

（件） 

事業費総額 

（千円） 

１ 食肉流通施設等設備改善支援事業 １ ０ 4,800 

２ 
畜産高度化支援リース事業 

（堆肥保管施設整備リース事業） 
１ ０ 110,303 

３ 
肉用牛経営安定対策補完事業 

（新規参入円滑化等対策事業） 
６ １ 147,725 

４ 沖縄食肉価格安定等特別対策事業 ３ １ 133,285 

計 １１ ２ 396,113 

 注１：３の事業は施設整備の完了後５年、そのほかの事業は同じく３年を経過した年の翌

年度に事後評価を実施 

  ２：投資効率＝｛（年総効果額÷還元率）－廃用損失額｝÷総事業費 

  ３：事業費総額の欄の金額は、事後評価の算定式に用いた事業費の合計額 

 

【評価結果と対応】 

１ 食肉流通施設等設備改善支援事業 

  投資効率が１以下となったものはなかった。 

 ２ 畜産高度化支援リース事業 

   投資効率が１以下となったものはなかった。 

 ３ 肉用牛経営安定対策補完事業（新規参入円滑化等対策事業） 

   投資効率が１以下となったものは１件であった。 

（１）要因 

新規参入者の体調不良により 27 年度は牛の種付けが行われなかった期間があった

ことから、28 年度は子牛販売実績が１頭のみとなり、所得が計画を大幅に下回ったた

め。 

（２）対応 

ア 事業実施主体に対し、現地調査や文書による改善策の作成の指示とその達成に向

けた指導（県庁や農協などの地域関係者間の連携強化及び個別の経営改善指導） 

イ 早期指導の観点から、事業実施主体等と連携して支援体制の強化に努め、新規参

入者への現地調査・指導を経営開始当初のものも対象として実施 

（本件については、平成 27 年度に実施） 

ウ 平成 29 年度の調査結果等は、新規参入者の経営安定に資するため、取りまとめた

上で平成 30 年度に事業実施主体等に情報を提供 
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 ４ 沖縄食肉価格安定等特別対策事業 

   投資効率が１以下となったものは１件であった。 

（１）要因 

 給水設備の不具合等から事故率が増加したこと、また、これに関連して母豚の廃用

出荷に見合う繁殖候補豚の生産が十分に行えなかったため。 

 （２）対応 

 改善計画の提出を受け、平成 29 年 12 月に現地指導を実施。関係機関と連携した事

故率削減と出荷頭数の維持・増加等の対応を行うよう指導した。 

 

 

（参考）平成 30 年度に事後評価を行う事業 

  平成 30 年度においては、平成 24 年度及び 26 年度に終了した以下の施設整備事業に

ついて事後評価を行う。 

 

事 業 名 施設数(件) 

１ 
畜産高度化支援リース事業 

（堆肥保管施設整備リース事業） 
５ 

２ 
肉用牛経営安定対策補完事業 

（新規参入円滑化等対策事業） 
６ 

３ 沖縄食肉価格安定等特別対策事業 ２ 

合計 １３ 
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